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１ はじめに  
平成 21 年 9 月に微小粒子状物質（以下

「PM2.5」という。）の環境基準が設定された
ことを受け，平成 22年 3月 31日に改正された
「大気汚染防止法第 22 条の規定に基づく大気
の汚染の状況の常時監視に関する事務の処理基

準について（平成 13 年 5 月 21 日環管大第 177
号，環管自第 75号）」では，PM2.5の原因物質
の排出状況の把握及び排出インベントリの作

成，大気中の挙動や二次生成機構の解明等，科

学的知見の集積を踏まえたより効果的な対策の

検討を行うため，地方自治体は質量濃度の測定

に加え，国が別途定めるガイドライン
1)
に基づ

き，成分分析を行うこととしている。 
これを受け，神奈川県では，平成 23年度から

自動濃度測定機による PM2.5の質量濃度の測定
と成分分析を開始し，PM2.5 の汚染実態につい
ての現状把握及び解析を行っているところであ

る（前報（１）参照）。PM2.5 の効果的な削減
対策を推進するためには，発生源に関する検討

が重要である。 
観測された成分組成や濃度変動を基に，その

濃度に影響を及ぼしたであろう各種発生源の寄

与濃度を統計的に推定するリセプターモデルを

用いた発生源寄与の推定法として，発生源プロ

ファイルと観測データセットの質量収支から寄

与率を求める CMB（Chemical Mass Balance）法，
多数組の観測データセットをいくつかの因子に

分解し，導出された因子プロファイル行列と因

子寄与行列から発生源寄与を推定する PMF

（Positive Matrix Factorization）法等がある 2)
。

今回は，CMB 法を用い，平成 24 年度の PM2.5
の発生源寄与の推定を行ったので，結果を報告

する。 
 

２ 解析方法 

 解析ソフトはアメリカ合衆国環境保護庁

（EPA）の CMB8.23)
を用いた。CMB 法を用い

た発生源寄与の推定には観測データセットと発

生源プロファイルが必要である。 
２．１ 観測データセット 

観測データセットは，平成 24 年度春季
（5/9-5/22），夏季（7/25-8/7），秋季（10/23-11/5），
冬季（1/22-2/4）に一般環境大気測定局の大和市
役所（以下「大和」という。），自動車排ガス

測定局の茅ヶ崎駅前交差点（以下「茅ヶ崎」と

いう。）及び研究局の西丹沢犬越路測定局（以

下「犬越路」という。）において採取した PM2.5
の質量濃度及び各種成分分析結果を使用した。

測定した成分のうち，イオン分析と無機元素分

析で両方に測定値があるものは，イオン分析の

値を採用した。調査地点及び調査方法の詳細に

ついては，前報（１）を参照されたい。 
２．２ 発生源プロファイル 

発生源プロファイルは東京都微小粒子状物質

検討会報告書
4)
で使用されたものを基礎として

用いた。このプロファイルにおけるフィッティ

ング成分は，EC，OC，SO4
2-
，NO3

-
，Cl-

，Na+
，

K+
，Ca2+

，NH4
+
，Al，Sc，V，Cr，Mn，Fe，Zn，

As，Se，Br，Sb，Laの 21成分である。ただし，
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ほぼ不検出であった Sc 及び測定を行っていな
い Br についてはフィッティング成分から除い
た。CMB法は通常，発生源と観測点において組
成が一定であることが前提となっており，OC，
SO4

2-
，NO3

-
，NH4

+
は二次生成粒子由来のものが

多く含まれると推定されるため，フィッティン

グの対象としないのが慣例である
5,6）。しかし，

二次生成粒子は PM2.5 の主要成分であり，二次
生成粒子についても取り扱う必要がある

2)
。近

年，これらの成分をフィッティング成分に入れ

て計算する方法も検討されており，Sattler et.al7)

は大気中での変化率を考慮した発生源プロファ

イルを用いることによって，二次生成硝酸塩及

びアンモニアの同定率が 10 数倍と劇的に改善
されたとしている。そこで，今回は二次生成粒

子もフィッティング成分に入れて計算した（た

だし，大気中での変化率は考慮しない）。すな

わち，フィッティング成分は Sc，Br を除く 19

成分とした。 
また，このプロファイルにおける発生源は，

環境省の調査などで使用されている７発生源

（自動車排出ガス（表 1中「car」），重油燃焼
（同「fuel」），廃棄物焼却（同「refuse」），
海塩粒子（同「sea」），土壌・道路粉じん（同
「road」），鉄鋼工業（同「iron」），ブレーキ
粉じん（同「brake」）に，東京都が行った平成
20-21 年度の発生源調査結果から求めた植物質
燃焼等（同「plant」）を加えた８発生源である
4)
。今回は，前述のとおり OC，SO4

2-
，NO3

-
，

NH4
+
をフィッティング成分に入れて計算する

ことを試みたため，さらに，硫酸アンモニウム

（(NH4)2SO4）及び硝酸アンモニウム（NH4NO3），

有機炭素（OC）を発生源として採用し，計 11
発生源で寄与率の推定を行った。用いた発生源

プロファイルを表 1に示す。

 
表 1 発生源プロファイル（東京都微小粒子状物質検討会報告書 4），Sc，Br 除外，二次生成粒子追加 mg/Kg） 
項目 EC ECU OC3 OCU SO4 SO4U NO3 NO3U Cl ClU 

car  4.94E-01 4.94E-02 2.47E-01 2.47E-02 2.16E-02 2.16E-03 0.00E+00 0.00E+00 2.00E-04 2.00E-05 

fuel 3.00E-01 1.25 E-01 0.00E+00 0.00E+00 3.18E-01 1.60E-01 0.00E+00 0.00E+00 9.20E-04 9.20E-04 

refuse  5.00E-02 5.00E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.70E-01 2.70E-02 

sea 2.80E-08 2.80E-08 0.00E+00 0.00E+00 7.80E-02 1.60E-02 0.00E+00 0.00E+00 5.51E-01 2.75E-02 

road 1.28E-02 4.10E-03 6.90E-02 2.83E-02 5.68E-04 4.49E-04 1.93E-04 1.18E-04 3.35E-04 1.53E-04 

iron 5.00E-03 5.00E-03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-02 6.82E-03 

brake 1.53E-01 7.60E-02 7.98E-02 3.07E-02 4.90E-03 1.52E-03 0.00E+00 0.00E+00 1.25E-02 2.50E-03 

plant 9.71E-02 1.94E-02 4.15E-01 8.29E-02 1.61E-02 3.22E-03 2.03E-03 4.06E-04 2.59E-02 5.18E-03 

(NH4)2SO4 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 7.27E-01 7.27E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

NH4NO3 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 7.75E-01 7.75E-02 0.00E+00 0.00E+00 

OC 0.00E+00 0.00E+00 1.00E+00 1.00E-01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

 
項目 Na NaU K KU Ca CaU NH4 NH4U AL ALU 

car   7.64E-05 7.64E-06 1.97E-04 1.97E-05 1.46E-03 1.46E-04 0.00E+00 0.00E+00 1.57E-03 1.57E-04 

fuel 1.00E-02 5.00E-03 8.50E-04 8.50E-04 8.50E-04 4.30E-04 0.00E+00 0.00E+00 2.10E-03 1.10E-03 

refuse 1.20E-01 1.20E-02 2.00E-01 2.00E-02 1.10E-02 2.20E-03 0.00E+00 0.00E+00 4.20E-03 8.40E-04 

sea 3.04E-01 1.52E-02 1.10E-02 1.10E-03 1.17E-02 5.85E-04 0.00E+00 0.00E+00 2.90E-07 2.90E-08 

road 1.25E-02 2.66E-03 1.27E-02 3.39E-03 5.52E-02 2.64E-02 6.05E-03 9.68E-04 6.11E-02 7.66E-03 

iron 1.36E-02 2.72E-03 1.32E-02 2.64E-03 4.51E-02 9.02E-03 0.00E+00 0.00E+00 9.99E-03 2.00E-03 

brake 7.60E-03 2.50E-03 3.50E-03 7.00E-04 3.18E-02 6.36E-03 0.00E+00 0.00E+00 1.94E-02 3.88E-03 

plant 6.55E-03 1.31E-03 6.32E-02 1.26E-02 4.15E-04 8.30E-05 1.27E-02 2.54E-03 3.70E-04 7.40E-05 

(NH4)2SO4 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.73E-01 2.73E-02 0.00E+00 0.00E+00 

NH4NO3 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.25E-01 2.25E-02 0.00E+00 0.00E+00 

OC 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 
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表 1 発生源プロファイル（続き）                         mg/Kg 
項目  V VU Cr CrU Mn MnU Fe FeU Zn ZnU 

car  7.25E-06 7.25E-07 1.16E-05 1.16E-06 1.93E-05 1.93E-06 9.89E-04 9.89E-02 6.24E-04 6.24E-05 

fuel 6.38E-03 3.19E-03 2.10E-04 1.05E-04 1.20E-04 4.00E-05 4.60E-03 2.30E-03 4.00E-04 2.00E-04 

refuse 2.70E-05 1.35E-05 8.50E-04 8.50E-04 3.30E-04 3.30E-04 6.10E-03 6.10E-03 2.60E-02 1.30E-02 

sea 5.80E-08 1.74E-08 1.50E-09 4.50E-10 5.80E-08 1.74E-08 2.90E-07 8.70E-08 2.90E-08 8.70E-09 

road 1.08E-04 3.45E-05 2.79E-04 1.55E-04 1.06E-03 3.86E-04 5.31E-02 6.42E-03 1.31E-03 7.96E-04 

iron 1.25E-04 2.50E-05 3.16E-03 6.32E-04 2.20E-02 2.20E-03 1.57E-01 1.57E-02 5.15E-02 1.03E-02 

brake 5.90E-05 1.18E-05 4.21E-04 8.42E-05 7.20E-04 1.44E-04 9.12E-02 1.82E-02 3.26E-03 6.52E-04 

plant 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.05E-05 2.00E-06 1.00E-04 2.00E-05 1.00-E04 2.00E-05 

(NH4)2SO4 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

NH4NO3 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

OC 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

 
項目  As AsU Se SeU Sb SbU La LaU 

car  3.69E-06 3.69E-07 1.67E-06 1.67E-07 1.96E-05 .96E-06 3.41E-07 3.41E-08 

fuel 2.30E-05 1.20E-05 4.80E-05 4.80E-05 6.90E-06 3.50E-06 4.00E-05 4.00E-05 

refuse 1.50E-04 1.50E-04 0.00E+00 0.00E+00 9.52E-04 4.80E-04 7.70E-06 7.70E-06 

sea 2.90E-08 8.70E-09 1.20E-07 3.60E-08 1.40E-08 4.20E-09 9.00E-09 2.70E-09 

road 1.13E-05 4.19E-06 1.43E-06 5.50E-07 1.30E-05 7.42E-06 3.13E-05 1.05E-05 

iron 1.03E-04 1.03E-04 5.11E-05 5.11E-05 9.00E-05 9.00E-05 9.75E-06 9.75E-06 

brake 2.20E-05 4.40E-06 3.50E-06 1.75E-06 2.13E-03 4.26E-04 7.00E-06 1.40E-06 

plant 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

(NH4)2SO4 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

NH4NO3 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

OC 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

U は誤差を示す 

 

３ 解析結果 

３．１ 発生源寄与率の推定 

図 1～4に平成 24年度各季の各測定地点にお
ける PM2.5 の発生源寄与率の期間平均値を示
す。 
一次粒子とは各発生源から PM2.5として排出

されたもの，二次生成粒子とは各発生源からガ

ス状物質として排出されたものが，大気中でさ

まざまな反応により粒子化したものを示す。そ

の生成機構より，一次粒子は主に近傍の発生源

由来のもの，二次生成粒子は近傍の発生源由来

のものに遠方からの広域汚染由来のものが加

わったものと考えることができる。図 1より，

春季は犬越路も含め，地点による発生源寄与率

の差はそれほどないことがわかった。各地点と

も，一次粒子が 34～40％，二次生成粒子が 57
～59％，不明が 3～8％であった。一次粒子のう

ち寄与率が高いのは自動車排出ガス，重油燃焼，

土壌・道路粉じんであり，大和及び茅ヶ崎のみ

ブレーキ粉じんの影響も見られた。二次生成粒

子のうち，寄与率が高いのは硫酸アンモニウム

と有機炭素であった。大和及び茅ヶ崎のみ，硝

酸アンモニウムの寄与も 7～10％見られた。 
一方，図 2を見ると，夏季の犬越路では，大

和及び茅ヶ崎と発生源寄与率が大きく異なる結

果となっていた。二次生成粒子としては各地点

とも 46～49％と同程度であったが，一次粒子が
大和及び茅ヶ崎で 43～44％であったものが犬
越路で 16％と減少していて，その差分は不明に
振り分けられていた。一次粒子のうち寄与率が

高いのは重油燃焼，自動車排出ガスであり，植

物質燃焼等の影響も見られた。二次生成粒子の

うち，寄与率が高いのは硫酸アンモニウムと有

機炭素であった。 
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秋季についても夏季と同様であり（図 3参

照），犬越路において一次粒子の寄与が 28％と，
大和及び茅ヶ崎の 38～48％に比べて小さく
なっていたが，その差分は不明へ移行しており，

二次生成粒子としては 52～56％で各地点とも
同程度であった。ただし，二次生成粒子の内訳

は，春季同様，大和及び茅ヶ崎のみ硝酸アンモ

ニウムの寄与が見られた。  
また，秋季については，一次粒子の発生源寄

与率が地点により異なっていた。大和では自動

車排出ガス，鉄鋼工業，植物質燃焼等が大きく

寄与し，茅ヶ崎では自動車排出ガス，土壌・道

路粉じん，廃棄物焼却が大きく寄与していた。

犬越路では植物質燃焼等が大きな割合を占めて

いた。春季，夏季には大きな割合を占めていた

重油燃焼の寄与は，各地点とも大幅に減少した。 
 冬季についても犬越路において一次粒子の寄

与（17％）が大和及び茅ヶ崎（34～38％）に比

大和 茅ヶ崎 犬越路 

図 1 春季のPM2.5の発生源寄与率の推定 

   寄与率 5%以上の発生源のみ数値を示す 

数値の丸めのため，合計と合わない場合がある 

大和 茅ヶ崎 犬越路 

図 2 夏季のPM2.5の発生源寄与率の推定 

   寄与率 5%以上の発生源のみ数値を示す 

数値の丸めのため，合計と合わない場合がある 
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べて小さくなっているが，その差分は不明と

なっており，二次生成粒子としては 62～66％で
各地点とも同程度であった（図 4参照）。一次

粒子の発生源寄与率の傾向は各地点で似てお

り，自動車排出ガス，土壌・道路粉じんが大き

く寄与していた。二次生成粒子については，秋

季，冬季と季節が進むにつれて硝酸アンモニウ

ムの寄与割合が加算され，全体として二次生成

粒子の割合が大きくなる傾向が見られた。犬越

路においては，いずれの季節においても，硝酸

アンモニウムの寄与は小さかった。 
３．２ 発生源寄与濃度の推定 

図 5～8に平成 24 年度各季の各測定地点に
おける PM2.5 の発生源別寄与濃度を示す。一
次粒子のうち，寄与の小さい発生源について

は合計して「その他」と表した。 

大和 犬越路 

図 3 秋季のPM2.5の発生源寄与率の推定 

   寄与率 5%以上の発生源のみ数値を示す 

数値の丸めのため，合計と合わない場合がある 

 

茅ヶ崎 

16%

9%

5%

20%

25%

17%

大和 茅ヶ崎 犬越路 

図 4 冬季のPM2.5の発生源寄与率の推定 

   寄与率 5%以上の発生源のみ数値を示す 

数値の丸めのため，合計と合わない場合がある 
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春季の PM2.5 濃度に最も寄与しているのは
硫酸アンモニウムであり，その寄与濃度は 4.4
～5.3μg/m3

と犬越路で若干低く，大和及び茅

ヶ崎では地点差がなかった（図 5）。続いて寄

与しているのが有機炭素，重油燃焼，自動車

排出ガスであり，大和，茅ヶ崎及び犬越路に

おける寄与濃度は，有機炭素がそれぞれ 2.4，
2.6，1.4μg/m3

，重油燃焼がそれぞれ 1.5，2.2，
1.3μg/m3

，自動車排出ガスがそれぞれ 1.7，1.4，
1.2μg/m3

であった。  
夏季の PM2.5 濃度に最も寄与しているのは

硫酸アンモニウム及び有機炭素であり，その

寄与濃度はそれぞれ 2.9～ 3.4μg/m3
， 2.1～

2.3μg/m3
と，犬越路を含め地点差がなかった

（図 6）。続いて寄与しているのは重油燃焼で

あり，大和及び茅ヶ崎における寄与濃度はそ

れぞれ 2.2，2.5μg/m3
であったが，犬越路にお

いては 0.5μg/m3
と小さかった。夏季の場合，

特に犬越路において，不明成分の寄与も相当

量あることがわかった。  
秋季の場合も，硫酸アンモニウムの寄与濃

度は 2.4～2.8μg/m3
と地点差がなかった（図

7）。続いて寄与しているのが有機炭素，自動

車排出ガス，硝酸アンモニウムであり，大和

及び茅ヶ崎における寄与濃度は有機炭素がそ

れぞれ 2.2 及び 2.9μg/m3
，自動車排出ガスがそ

れぞれ 1.9 及び 2.2μg/m3
，硝酸アンモニウムが

それぞれ 1.3 及び 1.7μg/m3
であった。大和で  

図 5 春季の PM2.5の発生源別寄与濃度 

寄与濃度 1μg/m3以上の発生源のみ数値を示す 

図 6 夏季の PM2.5の発生源別寄与濃度 

寄与濃度 1μg/m3以上の発生源のみ数値を示す 
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鉄鋼工業から 1.2μg/m3
，植物質燃焼等から

1.5μg/m3
の寄与濃度があった。犬越路はいず

れの発生源の寄与濃度も小さかった。  
冬季の場合は，硫酸アンモニウムの寄与濃

度は大和及び茅ヶ崎で 2.5～2.8μg/m3
のとこ

ろ，犬越路で 1.7μg/m3
であった（図 8）。続

いて寄与しているのが硝酸アンモニウム，有

機炭素，自動車排出ガスであり，大和及び茅

ヶ崎における寄与濃度は硝酸アンモニウムが

それぞれ 3.1 及び 3.7μg/m3
，有機炭素がそれぞ

れ 2.2 及び 2.3μg/m3
，自動車排出ガスがそれぞ

れ 2.0 及び 1.9μg/m3
であった。犬越路はいず

れの発生源も寄与濃度が小さかった。  
 

４ 考察 

CMB法を用い，一般局の大和，自排局の茅ヶ
崎及び人為的発生源のない犬越路において，平

成 24 年度の PM2.5 に及ぼす各発生源の寄与率
及び寄与濃度について検討した。PM2.5 に占め
る一次粒子及び二次生成粒子の寄与率は，年間

の平均で大和でそれぞれ 42％，54％，茅ヶ崎で
それぞれ 38％，58％，犬越路でそれぞれ 24％，
55％であった。同時期に実施された福岡市役所
の結果では，一次粒子及び二次生成粒子の寄与

率はそれぞれ 20%，67%であったとしている 8）。

平成 23年度の名古屋市の結果では，年間の平均
で二次生成粒子の寄与が一般局の八幡中学校で

56％，自排局の元塩公園で 47％（山神ら 5）より

図 8 冬季のPM2.5の発生源別寄与濃度 

寄与濃度 1μg/m3以上の発生源のみ数値を示す 

 

図 7 秋季の PM2.5の発生源別寄与濃度 

寄与濃度 1μg/m3以上の発生源のみ数値を示す 
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算出），平成 20年度に東京都で実施された結果
では，一次粒子及び二次生成粒子の割合が，一

般局 9局の平均でそれぞれ 25％，61％，自排局
8局の平均でそれぞれ 30％，55％であったとし
ている（三好ら

6）より算出）。解析年度や使用

した計算ソフト及び二次生成粒子の算出方法が

異なるので，単純比較はできないが，いずれの

地点においても，PM2.5 に占める二次生成粒子
の割合は概ね 5～6 割に達していることが示さ
れた。ただし，CMB法では二次生成粒子の元と
なる発生源についての情報は得られない。大陸

等越境汚染由来の影響を受けやすい福岡市と，

それほど影響を受けない神奈川県では，二次生

成粒子の成り立ちは異なると考えられ，更なる

検討が必要と考えられた。 
続いて，神奈川県における PM2.5に対する広

域汚染の寄与について，近傍に人為的発生源の

ない犬越路（以下「山間地」という。）の各発生

源の寄与濃度を，大和及び茅ヶ崎（以下「市街

地」という。）のそれと比較することにより考

察した。  
図 5及び図 8より，春季及び冬季は，市街地

の PM2.5に寄与する一次粒子の発生源の種類及
び寄与濃度が非常によく一致していた。山間地

でも成分ごとの寄与濃度は異なるものの，組成

は保たれており，その寄与濃度は市街地に比べ

て春季は 60%程度，冬季は 20%程度となってい
た。前述のとおり，一次粒子は近傍の発生源の

影響を大きく受けると考えられるため，神奈川

県内及びその近隣で発生した汚染物質が大気中

で混合され比較的均一の状態で存在し，市街地

から山間地へ輸送される間に春季は 40％程
度，冬季は 80％程度濃度低下したものと思わ
れる。濃度低下の原因としては，輸送中の光

化学反応の進行及び拡散が考えられるが，春

季と冬季では大気安定度等の気象条件が異な

ることから，濃度低下率が異なったと考えら

れる。  
硫酸アンモニウムについては，広域汚染の

影響をうけるため，低下率は一次粒子より少

なく，春季は 17％，冬季は 34％となっていた。
硫酸アンモニウムのうち，神奈川県内で生成

し，市街地から山間地に輸送されたものにつ

いては，一次粒子と同様の濃度低下が起こる

と仮定すると，春季は市街地の硫酸アンモニ

ウムの約 40%，山間地は 60％超が広域汚染由

来と算出された。また，冬季は市街地で約

60％，山間地で 80％超の硫酸アンモニウムが
広域汚染由来と算出された。  
秋季については，図 7に示すとおり，硫酸ア

ンモニウムの寄与濃度がいずれの地点において

も同程度であった。山間地で同等濃度が検出さ

れたことから，硫酸アンモニウムの大部分は広

域汚染由来と考えられる。秋季は中国大陸や西

日本の越境汚染の影響を受けやすい気圧配置で

あるためと考えられる。一方で，寄与濃度の大

きい一次粒子の発生源が地点によって異なる

ことから，測定地点近傍の影響も強く受けて

いることが考えられる。  
夏季については，図 6に示すとおり，硫酸ア

ンモニウムと有機炭素の合計の寄与濃度がいず

れの地点においても同程度であった。山間地で

同等濃度が検出されたことから，硫酸アンモニ

ウム及び有機炭素の大部分は広域汚染由来と考

えられる。夏季の場合，小笠原高気圧下にある

ことが多く，中国大陸等からの越境汚染はそ

れほど多くはないと考えられ，関東圏内で排

出された汚染物質から生成した硫酸アンモニ

ウムと有機炭素が関東圏内で輸送，滞留を繰り

返し，高濃度化する広義の地域汚染と考えら

れる。自動車排ガスや重油燃焼等の一次粒子

は山間地で市街地の 40％程度の寄与濃度で
あったが，不明成分の寄与が相当量あり，全

体として市街地と同程度の PM2.5 濃度となっ
た。このことから，今後犬越路における不明

成分の解明が重要であると考えられる。  
硝酸アンモニウムについては，いずれの季

節も，山間地での寄与濃度は小さく，都市域

から山間地へ輸送される間に概ね除去される

ことがわかった。すなわち，硝酸アンモニウ

ムについては広域汚染の影響は大きくないこ

とが示唆された。大和及び茅ヶ崎で比較する

と，若干ではあるが自排局の茅ヶ崎で寄与濃

度が大きく，より発生源に近い測定地点での

硝酸アンモニウムの寄与濃度を明らかにする

ことにより，神奈川県内の汚染気塊の輸送の

指標とすることができる可能性がある。  
以上のことを踏まえ，PM2.5 に及ぼす広域

汚染の寄与率を概算したところ，市街地では

約 1～2 割，山間地で約 2～4 割の広域汚染の
寄与があり，最も寄与が大きかったのは秋季

の山間地であった。ただし，本検討は，CMB
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法による推計値を基にしていること，硝酸ア

ンモニウムを除く硫酸アンモニウム，有機炭

素及び一次粒子の山間地への輸送中の濃度低

下が一定であると仮定していることなど，多

くの仮定の上で行ったものである。今後，CMB
法については発生源プロファイルの精度向

上，データについては分析精度向上や横浜市，

川崎市など発生源に近いデータを加えての検

討，また市街地から山間地への輸送中の濃度

低下についてはシミュレーション等によるよ

り正確なデータの収集など，更なる検討が必

要である。  
 
５ おわりに 

東京都微小粒子状物質検討会報告書
4)
で使用

されたものを改変した発生源プロファイルと，

平成 24年度に一般局の大和，自排局の茅ヶ崎及
び山間地の犬越路において測定した PM2.5成分
分析結果を用い，CMB 法により PM2.5 に及ぼ
す発生源寄与に関する検討を行った。大和及び

茅ヶ崎の市街地と山間地の犬越路における各発

生源の寄与濃度の比較から，各季における各地

点の PM2.5に対する広域汚染の寄与率を概算し
た。今後は，各データ等の精度を向上し，さま

ざまな属性の地点のデータを追加して検討する

必要がある。また，PMF法など，異なる手法に
よる発生源寄与推定結果と比較検討する必要が

ある。 
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